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研究成果の概要（和文）：食物アレルギー教育プログラムを開発した。さらに、開発したプログラムを、東京都
内の公立小学校の希望者を対象に実施した。結果として42名が参加した。96.4％がプログラムはわかりやすいと
回答した。また、80.3％が小学校の授業でも実施すべきであると回答した。介入により食物アレルギーのお友達
のために気をつけることができると回答した児童が有意に増加した（82.1％ vs. 96.4％、ｐ＜0.001）。食物ア
レルギーのない小学生に対して本教育プログラムが有用であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The aim of the study was to develope the acceptability and effectiveness of 
food allergy (FA) education program at school. We developed the FA program and did at public school.
 We had 42 participants. 93.4% considered the program was food and understandable. 80.3% recommended
 FA program should be offered in regular class basis. To make a proactive managemen for FA at 
schools, children withtou FA are also encouraged to have an opprotunity to learn FA at schools on a 
regular basis.

研究分野： アレルギー
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１． 研究開始当初の背景

食物アレルギー患者の増加は、教育の現場

でも大きな問題となっている。教職員に対する

研修会が開催されているが、子どもたちを対象

にした教育は行われていない。

対しても同様に年齢期に応じて食物アレルギ

ーの知識や意識向上を目指した教育をするこ

とが食物アレルギーの事故防止には不可欠で

ある。

子どもたちへの具体的な教育方法について

は、一般市民と科学についての対話（サイエン

スコミュニケーション：以下

学技術振興機構（

野で行われている。従来の教育は専門家から

の一方向の情報提供という形でのみであるた

め、偏りのある知識のみの習得となることが懸

念されている。そこで

民の双方向での情報共有による教育を行い正

確かつ効果的な知識習得を図ることができる。

 

２． 研究の目的

(1) 教職員・保護者・小学生を対象に食物アレ

ルギーの知識や認識についての実態調査を

行い、実態を把握する。

(2) 小学校

ルギーに関するサイエンスコミュニケーション

の教材とプログラムの開発を行

する。

 

３． 研究の方法

(1) 横断断調査として無記名の自記式アンケート

調査を実施した。対象者は、東京都の公立小学

校に通学する食物アレルギーをもたない子どもを

もつ養育者（

ンターアレルギー科へ通院している食物アレル
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った。

 

４． 

(1)エピネフリン自己注射は

育者のみが知っていた。食物アレルギーによる

いじめ、ハラスメント、不登校などを経験している

子どもをみたことがある

すぎなかった。

Group1

時型反応が子どもに起こることをみた場合、より

的確に適切な行動ができると考えていた

すべてのグループの養育者が食物アレルギーに

関する即時型反応に対して不安を同じていた。

ギーをもつ子どもをもつ養育者（

た。原因食物による即時型反応やヒアリハットを

経験したことのない

即時型反応やヒアリハットを経験している

養育者を Group2

FA 養育者を

験を３群比較評価した。

アレルギー科医、学校教職員、保護者、サイ

エンスコミュニケーター、メディカルイラストレータ

ーとともに食物アレルギー教育プログラムを開発

した。さらに、開発した食物アレルギー教育プロ

グラムを、サマースクールの一環として

月に東京都内の公立小学校の希望者を対象に

実施し、プログラムの前後でアンケート調査を行

った。 

 研究成果 

エピネフリン自己注射は

育者のみが知っていた。食物アレルギーによる

いじめ、ハラスメント、不登校などを経験している

子どもをみたことがある

すぎなかった。Group1 

Group1 に比べて

時型反応が子どもに起こることをみた場合、より

的確に適切な行動ができると考えていた

すべてのグループの養育者が食物アレルギーに

関する即時型反応に対して不安を同じていた。

ギーをもつ子どもをもつ養育者（

た。原因食物による即時型反応やヒアリハットを

経験したことのない non-FA 養育者を

即時型反応やヒアリハットを経験している

Group2、食物アレルギーの子どもをも

者を Group3 とし、養育者の認識と経

験を３群比較評価した。 

アレルギー科医、学校教職員、保護者、サイ

エンスコミュニケーター、メディカルイラストレータ

ーとともに食物アレルギー教育プログラムを開発

した。さらに、開発した食物アレルギー教育プロ

グラムを、サマースクールの一環として

月に東京都内の公立小学校の希望者を対象に

実施し、プログラムの前後でアンケート調査を行

 

エピネフリン自己注射は 43.6% 

育者のみが知っていた。食物アレルギーによる

いじめ、ハラスメント、不登校などを経験している

子どもをみたことがある non-FA

Group1 から

に比べて Group2 は、原因食物による即

時型反応が子どもに起こることをみた場合、より

的確に適切な行動ができると考えていた

すべてのグループの養育者が食物アレルギーに

関する即時型反応に対して不安を同じていた。

ギーをもつ子どもをもつ養育者（FA 養育者）とし

た。原因食物による即時型反応やヒアリハットを

養育者を Group1

即時型反応やヒアリハットを経験している non

、食物アレルギーの子どもをも

とし、養育者の認識と経

アレルギー科医、学校教職員、保護者、サイ

エンスコミュニケーター、メディカルイラストレータ

ーとともに食物アレルギー教育プログラムを開発

した。さらに、開発した食物アレルギー教育プロ

グラムを、サマースクールの一環として 2015

月に東京都内の公立小学校の希望者を対象に

実施し、プログラムの前後でアンケート調査を行

43.6% の non-

育者のみが知っていた。食物アレルギーによる

いじめ、ハラスメント、不登校などを経験している

FA 養育者は 2.8%

から 3 で比較すると、

は、原因食物による即

時型反応が子どもに起こることをみた場合、より

的確に適切な行動ができると考えていた(p<

すべてのグループの養育者が食物アレルギーに

関する即時型反応に対して不安を同じていた。

養育者）とし

た。原因食物による即時型反応やヒアリハットを

Group1、

non-FA

、食物アレルギーの子どもをも

とし、養育者の認識と経

アレルギー科医、学校教職員、保護者、サイ

エンスコミュニケーター、メディカルイラストレータ

ーとともに食物アレルギー教育プログラムを開発

した。さらに、開発した食物アレルギー教育プロ

2015 年 8

月に東京都内の公立小学校の希望者を対象に

実施し、プログラムの前後でアンケート調査を行

-FA 養

育者のみが知っていた。食物アレルギーによる

いじめ、ハラスメント、不登校などを経験している

2.8%に

で比較すると、

は、原因食物による即

時型反応が子どもに起こることをみた場合、より

(p<0.05)。

すべてのグループの養育者が食物アレルギーに

関する即時型反応に対して不安を同じていた。 

 



 

(2)42

ギーのない小学生は

ログラムはわかりやすいと回答した。また、

が小学校の授業でも実施すべきであると回答し

た。プログラム介入により食物アレルギーのお友

達のために気をつけることができると回答した児

童が有意に増加した（

0.001

食物アレルギー教育プログラムが有用であること

が示唆された。

42 名が参加し、質問票に回答した食物アレル

ギーのない小学生は

ログラムはわかりやすいと回答した。また、

が小学校の授業でも実施すべきであると回答し

た。プログラム介入により食物アレルギーのお友

達のために気をつけることができると回答した児

童が有意に増加した（

0.001）。食物アレルギーのない小学生に対して

食物アレルギー教育プログラムが有用であること

が示唆された。 

名が参加し、質問票に回答した食物アレル

ギーのない小学生は 28 名であった。

ログラムはわかりやすいと回答した。また、

が小学校の授業でも実施すべきであると回答し

た。プログラム介入により食物アレルギーのお友

達のために気をつけることができると回答した児

童が有意に増加した（82.1％ 

）。食物アレルギーのない小学生に対して

食物アレルギー教育プログラムが有用であること

名が参加し、質問票に回答した食物アレル

名であった。96.4％がプ

ログラムはわかりやすいと回答した。また、80.3

が小学校の授業でも実施すべきであると回答し

た。プログラム介入により食物アレルギーのお友

達のために気をつけることができると回答した児

 vs. 96.4％、ｐ＜

）。食物アレルギーのない小学生に対して

食物アレルギー教育プログラムが有用であること

 

名が参加し、質問票に回答した食物アレル

％がプ

80.3％

が小学校の授業でも実施すべきであると回答し

た。プログラム介入により食物アレルギーのお友

達のために気をつけることができると回答した児

％、ｐ＜

）。食物アレルギーのない小学生に対して

食物アレルギー教育プログラムが有用であること

     

 



 

５． 主な発表論文等 

[雑誌論文]（計 2 件） 

① Yamamoto‐Hanada, Kiwako, et al. 

"Caregivers of children with no food 

allergy—their experiences and perception of 

food allergy." Pediatric Allergy and 

Immunology 26.7 (2015): 614-617. 

② Yamamoto-Hanada, Kiwako, et al. "Food 

allergy education program at an elementary 

school." Annals of Allergy, Asthma & 

Immunology 117.3 (2016): 318-319. 

［学会発表］（計 3 件） 

① 一般の小学生の食物アレルギーに関する経

験と認識について．第 64 回に本アレルギー

学会学術大会 

② 食物アレルギーのない小学生をもつ保護者

の食物アレルギーに関する経験と認識．第

65 回に本アレルギー学会学術大会 

③ Food allergy education program at an 

elementary school．The European Academy 

of Allergy and Clinical Immunology, 2016. 

［図書］該当なし 

［産業財産権］該当なし 

［その他］ 

ホームページ等 

http://www.mdedge.com/pediatricnews/article/

111825/asthma/pilot-program-helps-children-b

etter-understand-food-allergies 

 

６． 研究組織 

（１） 研究代表者 

山本 貴和子 

（YAMAMOTO－HANADA, Kiwako） 

国立成育医療研究センター・アレルギー科・

医師研究員 

研究者番号：40725115 

（２） 研究協力者 

大矢幸弘（OHYA, Yukihiro） 

二村昌樹（FUTAMURA, Masaki） 

石塚一枝（ISHITSUKA, Kazue） 

本田ともみ（HONDA, Tomomi） 

栗原樹奈（KURIHARA, Juna） 

 


